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三重県における外国人居住者問題
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in MIE Prefecture
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1.はじめに

第二次大戦後､急激な経済成長をとげた我が国

は､多くの発展途上国から出稼ぎ先として注目され

てきたが､外国人労働者､中でも単純労働者の受

け入れを長く拒否し続けてきた｡しかし､発展途上

国から労働者受け入れの自由化への強い圧力をかけ

られ､外国人受け入れを余儀なくされた｡その結果､

改正｢出入国管理及び難民認定法｣(以後､改正

入管法と記す)が平成2年に施行され､以後外国

人の入国が増加した｡このことにより外国人の人権

問題や犯罪等の諸問題が表面化し､社会問題となっ

てきている｡これらの問題については現在までに多

くの研究が行われているが､外国人の居住者問題に

ついての研究は､首都圏や大都市圏についてみられ

る程度である｡1)～3)しかし､中小都市である三重

県各市においても外国人居住者は確実に増加してお

り､同時に外国人に対する賃貸住宅への入居拒否

という状況が問題となってきている｡

そこで､本研究では､三重県における外国人登

録者数の現状を把握し､それを踏まえて受け入れ

側である不動産業者の外国人入居に対する対応や

意識を明らかにする｡これにより､三重県におけ

る外国人居住者問題の実態や動向が明確になると

考えられる｡

従って､本研究は今後外国人にとって住みよい

まちづくりや住宅政策を考え､日本人との共生を

目指していくために有意義な基礎資料となろう｡

するため､三重県と桑名､四日市､鈴鹿､亀山､

上野､名張､津､久居､松阪､伊勢､鳥羽､尾

鷲､熊野の13の市役所から､訪問と郵送によ

り外国人登録者数の統計資料を収集した｡資料

収集時期は､平成7年4月から6月である｡

b.不動産業者調査

三重県で外国人登録者数が多い上位3市であ

る四日市市､鈴鹿市､津市に所在する不動産業

者を個別に配布､回収する留め置き式のアンケー

ト調査を実施した｡そのうち賃貸住宅を扱って

いる不動産業者を有効サンプルとし､大規模な

不動産業者の場合は､支店を1件として扱った｡

調査時期は､平成7年8月から9月である｡そ

の結果､69件の有効サンプルを得た｡調査票

の配布､回収数を表1に示す｡

表1不動産業者調査票配布回収状況

訪問件数
賃貸取扱

件 数
拒否件数配布件数有効件数

四日市市南部

不動産業者
108 43 6 37 30

鈴鹿市不動産業者 77 24 4 20 17

津市不動産業者 76 28 ロ 27 22

全 体 261 95 田 84 69

2.研究の方法と調査対象の概要

1)研究方法

a.三重県における外国人登録者数調査

三重県における外国人登録者数の現状を把握
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2)調査対象の概要

調査対象の概要を表2に示す｡現在の取り扱

い物件数は､平均690件で､棟単位でみると集

合住宅平均71棟である｡従業員人数は平均

5.6人となっている｡
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表2 調査対象の概要

現在取り扱っている物件数(1室を1件とみなす)

物 件 数 件数 (%)

100件未満 16 34.8

100件以上､1.000件未満 45,7

1,00D件以上10.000件以下 19.6

不 明 23

全 体 69 10D.0

平 均(物件数) 687.6

建て方(一棟を一件とみなす)

建て方

物件数

一戸建て
長 屋 集合住宅

件数 (%) 件数 (%) 件数 (%)

0件 17= 41.5 27 65.9 2 4.9

1件以上用件未満 14;34.l 39.0

用件以上100件未満 8≡19.5
39.0

1冊件以上1.000件未満 2喜 4.9 14.6

1.00D以上 0= 0.0 0.0 2.4

不 明 28≡
一
28 28

全 体 69 !100.0 69 100.D 6g 100.0

平 均(物件数) 11.3 6.4 71.2

3.調査結果と考察

1)三重県における外国人登録者数の状況

a.三重県における外国人登録者数の推移

日本全国における外国人登録者数は図1に示

すように､巌も登録者数の多い韓国･朝鮮を除

く各国籍で増加しているが､特に中国籍とブラ

ジル籍の増加が顕著である｡中国でほ合法的な

出国目的は留学･就学･研修､親類訪問に限ら

れているが､近年､出国手続きが簡素化したこ

とと､我が匝】が21世紀までに留学生を10万人

受け入れる計画の影響が大きい｡ブラジル籍の

増加は改正入管法の影響が大きいと考えられる｡

三重県においても図2に示すように同様の増

加傾向を示しているが､掛こブラジル籍の増加

が著Lい｡これは､二二重県に四日市市や鈴鹿市

などの上業都市が存在しているため改正入管法

の影響が大きいことと､この国が､三重県､四

日市市､熊野市と友好･姉妹提携を結んでいる

ことも関連していると考えられる｡

次に､大都市である東京､大阪と三重県の外

国人登録者数を蓑3に示す｡外国人登録者数は

大都市の方が圧倒的に多くなっているが､プラ
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従業属人数

従業員人数 件 数 (%)

5人未満 2/l 45.3

5人以上1q人夫蘭 41.5

10人以上13人以下 13.2

不 明 16

全 体 69 100,0

平 均(従業員数) 5,6

構造の件数(1棟を1件とみなす)

建て方

物件数

木 造 鉄骨慈 RC遭

件数 (%) 件数 (%) 件数寡(%)

0件 田 40.0 9 22.5 22 55.0

l件以上】D件未満 25.0

10件以上1山件未満 100

100件以上 5.D 15.5 10.0

不 明 29 29 29

全 体 69 100.D 69 10〔).n 69 1nO.0

平 均(物件数) 13.1 3軋6 36.9

昭和63年 下風元年 Ⅴ成2年 平成3年 平成4年 平成5年

÷再凹一拍†-▲-q】閏

---
7ノりビン

ーt-一丁~ラン山 一-～L-
+その両

区‖ 日本全国の外国人登録者数の推移
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国2 三重県における外国人登萄音数の推移

蓑3 大都市との比較lこみる三重禦の外国人登録者数

(平成5年12月31日現在)

国 籍 東京都 人阪府 三重県

韓国･朝鮮 94.689 180,121 8,218

中 凶 75,195 17.320 1,151

7`ぅジル 6,409 5.162 5,938

フィリヒン 15.008 2.柑5 733

米 国 15.621 1,90〔) 277

ノ＼ルー 2.324 893 801

タ イ 2,8柑 63】 120

その他 3自.275 4.732 718

全 体 250,339 2】2.944 17,956

ジルとペルーについては大きな差がみられない｡

すなわち､相対的に､三重県にはブラジルとペ

ルー凶竃の外国人登録者数が多いといえる｡

b.三電県の各市別にみる外国人登録者数の状況

図3に示すように､外国人登録者数は､多い

順に､北勢､中勢､南勢となっており､各市別

にみると､四日市市､鈴鹿市､津市の順になっ

ている｡また､図4に示すように､三電県全体

の外国人登録者数を100とした各市別の外国人

登録者数の割合は､四日市市がもっとも多いが､
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囲3 三重柴各市別にみる外国人登録者数の推移
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囲4 三重県各市別にみる外国人登録者割合の推移
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次いでその他(市域外の郡､町村)が多く､そ

の割合も増加傾向にある｡

C.国籍別にみる外国人登録者数の状況

三重県における外国人登録者数の上位5位ま

での国が､三重県内のどこに登録されているか

についての平成6年のデータを､園5に示す｡

園5 三重県各市の外人登録者の割合(平成6年)

韓匡】･朝鮮竃は四日市､桑名､鈴鹿の3市で

6彗1ゆ居住者がみられる｡ブラジル､ペルー籍

は北勢に居住している割合が多く､また市域外

の居住割合も多い｡中国籍は､三重大学が存在

している津市での居住割合が多く､フィリッピ

ン籍は､市域外の居住割合が多くなっている｡

2)三重県における不動産業者諏査

本節では､三重県における外国人登録者数の多

いと位3市に所在し､賃貸住宅を扱っている不動

産業者69件を有効サンプルとした謂査結果につ

いて分析する｡

a.外国人人居取り扱いの現状

① 外国人人居者取り扱いの有無

外国人入居者取り扱いの有無を図6に示す｡
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園6 外国人入居者取り抜いの有無
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現在取り扱い体制がない不動産業者が約4苦り

存在しており､外国人が住宅を探すことはかな

り困難な状況である｡3市別にみると､取り扱

い体制のある不動産業者は､津市で6割を超え､

他の2市より多い｡

② 外国人の入居を取り扱っていない理由

現在外国人入居を取り扱っていない不動産業

者27件を対象として､その理由について調査

Lた結果を､園7に示す｡

l け〕 抑 【αI

■削.hて旧る.:抑壬ま乙 ヨ.打て‖ユ･■ノウ-
1%〉

園7 外国人入居を取り扱わない理由

多いのは｢大家の意見･意向｣が6割､｢大

家との話し合いの結果｣が5割と大家による影

響がもっとも大きい｡次に､｢入居者によるト

ラブル｣｢言葉が通じない｣が5割と外国人側

の問題が理由として挙げられている｡しかし､

不動産業者自身､同業者､地域住民の影響は小

さい｡

③ 外国人の入居取り扱いのため実施したこと

現在及び過去に入居体制のあった45件の不

動産業者を対象として､外国人の入居取り扱い

のため実施した事柄について調査した結果を､

図8に示す｡

調査7項目のうち｢学校や職場と法人契約を
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国8 外国人入居取り扱いのため実施したこと
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した｣｢外国人向けの物件を用意した｣が2～

3割となっているが､他はすべて1害射こ満たな

い｡すなわち､不動産業者にとっての安全性確

保に対する対応策はされているが､外国人自身

の利便性のためにとられている対応策はないと

いう現状である｡

④ 外国人に対する入居制限

現在及び過去に入尻取り扱い体制のあった

45件を対象に外国人に対する入居制服につい

て調査Lた結果を､囲9に示す｡
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囲9 外国人に対する入居制限

まず､第1に契約者の国籍による入居制順の

国籍別の状況を､図10に示す｡何らかの形で

国章削こよる入居制限を行っている不動産業者は

約4割存在している｡しかL､国籍による違い

が明確に現れており､先進国である米国籍に対

する制限が少ないのに対し､他の国への人居制

限はいずれも半数を担えている｡

第2に､契約者の年齢による入居制限の年代

別の状況を､図11に示す｡何らかの形で､年

齢による入居制限を行っている不動産業者は約

叩四一随一

し･一
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囲10 国籍による入居制限
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3割存在している｡制限を受けているのは高齢

者で100%､未成年者で約8動こなっている｡

高齢者の場合､病気や事故に対する不安感があ

り､未成年者に対しては､経済面の不安感かあ

ると考えられる｡

第3に､契約者の職業による入居制限の職業

別の状況を図12に示す｡何らかの形で職実に

よる入居制限を行っている不動産業者は約6害り

と多くなっている｡中でも､無職と販売･サー

ビス職は8割を超え､次いで技能･労務喘が6

割を超えている｡逆に､入居制限の少ないのは､

収入が安定しているホワイトカラーなどと学生､

研修生などの比較的短期間での回転が見込まれ

る層である｡
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図12 職業による入居制限

貸4に､契約者の日本語能力による制限の状

況を検討する｡何らかの形でR本語能力による

制限を行っている不動産業者が約6割存在して

ぉり､日本語のできない外国人にとっては厳し

い状況となっている｡

第5に､契約者の居住者構成による入居制限

の居住者構成別の状況を図13に示す｡何らかの

形で居住者構成による制限を行っている不動産



中 島 喜代子

吼身甥胴

l柑女性

大建

戌貰飯

展Jこ家紋

友Iし,初l､ヒl･H≠

訂† 仰 8】 汀† 汀U

■点しJ▲てl】lも二~こ入･て11ゴも 荘あてl上lらケー (光)

園13 居住者構成による入居制限

業者は､4割を超えている｡最も入居制限を受

けているのは､友人･知人との同居で8割を超え

ており､強い不安感をもたれている｡次に､経済

面､生活面で不安定と考えられる単身女性と単

身男性､居住者数の多い拡大家族となっている｡

以上のように､外国人に対する入居制限は､

生宿の安定性や収入の確実性の側面が重視され

ている｡まず､職業と日本語能力で6割の外国

人が制限を受け､居住者構成や国籍でも4割以

上､年齢でも3劃程度の制限がある｡従って､

外国人が貸賃住宅を自力で探すのは､非常に困

難な状況であるといえる｡

⑤ 入居条件決定の理由

現在及び過去に入居限り扱い体制のあった

45件の不動産業者を対象として､入居条件を

決定する上で考慮したことについて調査した結

果を､図14に示す｡
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国14 入居条件決定の理由

わち､入居条件の決定は主に大家の意向と不動

産業者自体の経験と方針によっており､同業者

や地域住民による影響は少ない｡従って､大家

と不動産業者の意識改革が必要であるといえる｡

(診 不動産管理に対する大家の関与度

対象不動産業者全体に対して不動産管牽引こ対

する大家の関与度について調査した結果を､囲

15に示す｡
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図15 不動産管理に対する大家の関与度

調査したすべての項目について､大家が何ら

かの形で関与している割合は7割を担えており､

不動産管理全般に対して大家の関与度は高い｡

中でも､｢家賃･敷金､礼金の決定｣｢管理人の

決定｣については､大家が全面的に関与する度

合いが高く､日常的な管理の具体的な処理につ

いては不動産業者に任せる傾向がある｡入居者

の選定については､この中間に位置しており､

大家の関与度が高いことともに不動産業者自体

の決定に委ねられている部分も大きい｡

⑦ 契約に必要甘苦頸と保証人に対して重要す

る内容

現在及び過去に入居体制のあった45件を対

象として､契約に必要とする書類と保証人に対

して重視する事柄について調査した結果を､図

16と囲17に示す｡

調査したすべての書類について半数以上の不

動産業者が必要としており､特に､保証人の印

鑑証明､保証人の承諾書､外国人登録証明~書は

8剖以上の不動産業者が必要な書類としており､

保証人が重要視されている｡

また､保証人として重視する事柄は､日本で

の身元引受人であることと支払能力があること

とされており､経済面における安JL､感が重視さ

れている｡

人居条件の決定にもっとも影響を与えている

のは､｢大家の意見･意向を尊重した｣で8割

を超え､次いで｢大家との話し合いの結果｣

｢過去に外国人を入居させた経験｣が6割を超

え､｢~我が社の方針｣が5割を超えている｡すな

-=)0-
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図16 契約に必要とする書類
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座け 保証人として重視する点

⑧ 現在または過去に取り扱った外国人契約者

放と入居の経魔

現在及び過去に外国人の入居取り扱いがあっ

た37件を対象として､外国人契約者を取り扱っ

た不動産業者の取り扱い世帯数について調査し

た結果を表4に示す｡最大件数は50件で､平

均15件となっている｡これは､前述したよう

に1社の取り扱い全体件数が平均690件であっ

たことを考えると､外国人取り扱い件数は全体

の約2%となっている｡

衰4 過去に取り扱った､又は現在

取り扱っている外国人世帯数

世 有 数 件 (%)

1世帯以上10世帯未満 12 37.5

10世帯以上30世帯未満 43.8

30世帯以上50世帯以下 18.8

不 明 5

全 体 37 100.0

世帯数の平均 [5.1

次に､外国人が入居に至った経路について､

図18に示す｡入居経路については､最も多い

のが会社の紹介や借り上げで約8割の不動産業

本人が慮佗訪れて

人召した

苧托の措介立たは学校

が侶り上けてぃちt

2托や7ルJし/ト先の

小･､■｢J■

0 2日 40 6ロ

■1ぃい凋j占⊂けTはまる ■′.て辻1ち㌫,

園18 外国人の入居経路

(%)

者にみられるが､学校の紹介や借り上げはその

半数にとどまっている｡従って､留学生や研究

せの場合自力で住宅を探す必要性が高く､困難

な状況があると考えられる｡また､外国人が直

接不動産業者を訪れて契約したケースは､約6

割の不動産業者にみられる｡

⑨ 外国人が希望する住まいの条件

現在及び過去に外国人の入居取り扱いがあっ

た37件を対象として､外国人が希望する住まい

の条件について調査した結果を､図19に示す｡

家賃が安いこと

部局が広いこと

住まいが新しぐこきれ

いなこと
日当たりや風通しがよ
く勘少ないこと
設備が宅原されている
こと
御Ⅶと同じ

徒者であること
都塵や設備様式が日♯

風であること
郷▲適宇に便利であ
ること

周辺の交通の便がよく
商店の数カ;多いこと

周辺に公動【多く自然

に囲ま九ていること
家族や友人と同居でき
ること

近所に二友人･知人が住
ん~nlること

IOl-

函柑 外国人か希望する住まいの条件

外国人がもっとも希望しているのは､家賃が

安いことであり9割を超えている｡次いで､通

勤･通学に便利､トイレ･シャワー等の設備が

完備も8割を超えている｡しかし､部屋の広さ

や質､周辺環境等に対してはこれらを下回って

いる｡すなわち､住まいに対しては､最も切実

な部分の要求は高くなっているが､それ以外の

部分に対してはあまり強く要求されていない｡

⑩ 主に外国人に賃貸する物件

現在または過去に外国人入居者を取り扱った

ことのある不動産業者37件を対象に､主に外
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国人に貸した物件について調査した結果を､謝

20に示す｡

建て方では､集合住宅が圧倒的である｡しか

し､構造では鉄骨造が最も多いものの木造もか

なりあり､木造の貸賃集合住宅も一定程度含ま

れていると考えられる｡築年数ほ､中古の物件

が多く､家賃は安い物件が多い｡設備は台所･

トイレ･浴槽･シャワーの設置された住宅が多

くなっている｡すなわち､家賃が安い中古の集

合住宅に居住している外国人が多いといえる｡

⑭ 外国人の入居によるトラブル

現在及び過去に外国人の入居を取り扱ったこ

とのある37件の不動産業者を対象として､外

,､.､二･･､､､5

l■■むモてl王書もて二.!ゐてIltも臣あてほ雷ら々レ1 (%1

髄

･■tもみてほユる::1あてほゴミ N布て｣封沌ひ高
(%)

台所十ト/し

ぎ所十トイレ十聞

古所十トイし+濾欄

÷三ノーワ一

台戸†=｢イし十)言欄

十シナウー十;領主罷

･､､1

国人の入居により起こったトラブルについて調

査した結果を､図21に示す｡

多いトラブルは､｢騒ぐ､うるさい｣｢ゴミの

出し方が悪い｣が7割､｢食べ物や香辛料の臭

気｣｢部屋を汚す｣が6剖､｢契約者以外の入居｣

｢知らない間に居住者増加▼lが5割となってお

り､かなり高い割合を示している｡これらは､

日本と母国の生活習偶の遠いや日本の生活習慣

に対する理解不足､あるいは不動産の契約シス

テムに対する理解不足によって起こっているこ

とが多いと考えられる｡従って､外国人居住者

と不動産業者や日本人居住者との相互のコミュ

ニケーションを蜜にすることによって解決しう

全体

四日市市

′♪.I･

窟市

全体

四日市市

鈴鹿市

戎市

;■賢し､耶カ､かI;こ:川捕†こよつて8々団■いWかきいl (%)

四 囲

l■巾しし･≠事が凱lトこ=沖ム㈱がみ､出石tl附か諺L.l 〔%)

28 4】 閲 8ヨ 1鴎I

■■■もあて【J才さZ;ゐTil壬さ 悦ホ丁己1tら々L･ (%)

囲20 外国人に賃貸する物件
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図21外国人の入居によるトラブル

る純分が大きいと考えられる｡

しかし､｢外国人相手に又貸し｣｢偽装結婚.｣

｢家賃の滞納｣など悪質なケースも少数なから

見られる｡

b.不動産業者の外国人入居取り扱いに対する今

後の意向

前節で外国人入居の現状をとらえたが､本節で

は､外凶人人居に対しての今後の意向について､

不動産業者の考え方を検討する｡

① 外国人入居取り扱いの有無削こ対する今後の

意向

全不動産業者を対象として､今後の外国人入

居取り扱いの有無について調査した結果を､囲

22に示す｡

今後外国人の入居を取り扱わないと答えた不

全仏

関口軒車

馬照ホ

.･I･L

ガj lロ m 印)

図22 今後の外国人入居取り扱い有無に対する意向

過去に外四左を入城さ

せた鵬から

同賢者の外阻人劇り扱

い撒か古平斯

貸室こするより1よしIl

,トt封入♂)万が一三木人よ
り官印Lやすい

掛二不打合なことはな
し

人民によるトラブルが

少ないため

外圧L＼人口カl相加Lた
た才〉

托が社の方針である

同莫君国.意の取り宛わ
がある

大京ク)書見･君向を尊
重Lているとめ

大家との点L合いカ†ま

とまったた～わ

I掴i民の.硯を侃き
い八て

0 封〕 朋) 巳】 狂) 】(℃

■あてIょきる 8上て-ユまらないl (%〉

凰23 今後外国人入居を取り扱う理由

動産業者は27.4%である｡現在入居を取り扱っ

ていない不動産業者が40.3%であることを考

えると､将来的には外国人が入居できる物件が

やや増加すると考えられる｡

② 今後外国人入居を取り扱う理由

今後外国人の入居を取り扱うと答えた45件

を対象に､その理由について調査した結果を､

図23に示す｡

最も多い理由は､｢過去に外国人を入居させ

た経験から｣と｢大家との話し合いがまとまっ

た｣が6割､｢大家の意見･意向を尊重｣が5

割となっている｡したがって､不動産業者が外

国人入居を取り扱う経験を増やし､大家の意識

を変えることが､外国人入居取り扱いを増加さ

せる解決策となろう｡

③ 今後外国人入居を取り扱わない理由

今後外国人入居を取り扱わないと答えた17

件の不動産業者を対象に､その理由を調査した

結果を､囲24に示す｡
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園24 今後外国人入居を取り扱わない理由
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園26 今後外国人入居を取り扱うための改善内容

多い理由は､｢言葉による意思疎通が困難｣

｢大家の意見･意向｣が8割､｢入居によるトラ

ブル.｣が6苦り､｢外国人より日本人を入居させ

たい｣｢過去に外国人を入居させた経験｣｢同業

者の外国人を入居させた経験｣が5割と続いて

いる｡まず､外国人側の問題と大家の考え方が

理由として示され､次に不動産業者例の事情が

あげられている｡すなわち､大家､不動産業者､

外国人3者がいずれも､外国人入居取り扱いの

今後の動向に強く関わっていると考えられる｡

④ 外国人入居受け入れのための改善意向

今後外国人の入居を取り扱うと答えた45件

を対象として､入居を取り扱うために行う改善

策実施の有無とその内容について調香した結果

を､国25と図26に示す｡

何らかの改善策を実施すると答えた不動産業

者は､約半数にとどまっている｡

その改善内容は､すぐ実施できる法律の勉強

や手続き方法等をわかりやすくすることが上位

一104一

に位置し､次いで不動産業者の側の安全性や利

便性を図るための法人契約や外国人向け物件の

用意が続いている｡しかし､外国語表示や通訳

を雇う､外国人向けの宣伝･広告等を実施する

と答えた不動産業者は少ない｡すなわち､前に

示したように不動産業者は､外国人入居に対し

て､日本語による意思疎通をもっとも問題にし

ているにも関わらず､外国語使用を伴う改善箋

を志向していない｡したがって､言葉の問題を

一方的に外国人例の責任に押し付けていると考

えられる｡

⑤ 外国人居住者問題で政府･自治体が取るべ

き対策

全調査対象に対して､政府･自治体が取るべ

き対策について調査した結果を､図27に示す｡

日本での不動産の手続きや契約システムの指導､

日本での生活習慣の指導､公営住宅への入居促

進や建設､不動産物件情報提供などいずれの項

目についても､6却以上の不動産業者が､政府･

自治体が取るべき対策であると考えている｡
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鼠27 外国人居住者問題で政府･自治体か取

るペき対策

前述したように､不動産業老は､外国人の□

本の生活習慣や不動産システムに対する理解不

足を､外国人居住問題の要因であると考えてい

る｡これに対する解決を､政府･首治体の取り

組みに求める姿勢が強く示されている｡

4.まとめ

三重県における外国人居住者問題の実態をとら

えるため､まず三重県各市の資料を収集して､三

重県における外国人登録者の実態を検討した｡そ

れを踏まえて､て重県における外国人登録者数の

上位3市に所在し､賃貸住宅を扱っている不動産

業者を対象として､外国人の入居に関する調査を

実施した｡その結果､以下の知見が明らかになっ

た｡

1)三重県においては､日本全国と同様に､外国

人登録者数が増加しており､掛こブラジル箱の

増加が顕著である｡また､ブラジルとペルー籍

の外国人登録者数が相対抑こ多く､東京や大阪

の大都市と同程度の値を示している｡

2)二項娯の各市別にみると､外国人登録者数は､

四日市市､鈴鹿市､津市が上位3位を占め､ブ

ラジルやペルー籍は北勢に多く､中国籍は津市

に多い傾向がみられる｡

3)不動産業者に対する調査では､外国人入居を

取り扱っていない不動産業者が約4割あり､そ

の理由としては大家の意向と外国人側のトラブ

ルや言幸の問題が大きいことが明らかになった｡

4)外国人入居を取り扱っている不動産業者にお

いて､特に対策として実施しているのは､不動

産業者側の安全確保の側面に限られ､外国人の

利便性を考えてとられた対策は殆どない｡また､

入居を取り扱っている業者においても､職業や

日本語能力､国竃や居住者構成､年齢等によっ

ても多くの入居制限を受けており､実際に入居

にたどり着くのは非常に困難な状況であること

が明らかになった｡その人居制限は､主に収入

の確実性や生活の安定性など過度にトラブル回

避を志向することによって行われている傾向が

みられる｡

5)外国人に対する入居制限を決める要因の多く

は､大家の意向と不動産業者の経験と方針にあ

り､両者の意識変革が必要であることが明らか

になった｡また､入居制限を決定する大きな要

因である大家は､不動産の管理全般についても

大きな決定鹿をもっており､特に家賃や管理人

の決定に対する関与度は高く､入居者の選定に

ついてもかなりの関与度をもっている｡

6)契約に際しては､多くの書類が必要とされて

おり､特に保証人関係の書類が重視されている｡

また､保証人には経済面の安定性が重視されて

いる｡

外国人に対する契約数は､不動産業者が取り

扱う契約数の2%を占めている｡また､入居に

至る経路は､会社が仲介する場合が多く､学校

が仲介するのはこの半数にとどまっている｡

7)外国人が希望する住まいの条件は､家賃が安

いことと通勤･通学に便利という切実なことに

集中しており､他の側面に対する要求は低調で

ある｡また､実歴に外国人に賃貸する物件ほ､

家賃が安い､中古の集合住宅が多く､絶じて低

質な住宅に居住している外国人が多いといえる｡

8)外国人の入居によるトラブルは､日本と母国

の生活習慣の遠いや日本の生活習慣あるいは不

動産契約についての理解不足が原因となってい

るものが多いと考えられ､外国人居住者と不動

産業者あるいは日本人居住者とのコミュニケー

ションを常にすることで解決できる部分が多い

と考えられる｡

9)今後の外国人入居瀬り扱いの有無に対する意

向では､今後取り扱わないと考える不動産業者

は約3割に減少しており､取り扱い業者は若干

増加する傾向にある｡

今後入居取り扱いをする理由は､過去に外国

人を入居させた経験と大家の意向が大きい｡逆

に､今後入居取り扱いをしない理由は､大家､

不動産業者､外国人自身によるものが関わって
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いる｡

今後外国人を取り扱うために行う改善策は､

不動産業者の安全性を高めるものが多く､外国

人の利益につながるような改善策は､殆ど志向

されない｡

10)不動産業者が政府や自治体に対して希望する

対策は､不動産契約システムや生活習慣の指導

から公営住宅の入居推進･建設にいたるまです

べての面に対して多くの期待を示している｡

以上のように､外国人は入居取り扱い段階か

ら拒否されることが多く､さらに職業､日本語

能力､国籍などの諸条件によっても阻まれるこ

とが多い｡この背景には､大家の固定的な考え

方や不動産業者の強く安全性を求める消極的な

姿勢がある｡不動産業者は､この原因を大家の

意向や外国人自身の責任に求めようとしている

が､不動産業者自体がこれらの解決に積極的な

対策を行っておらず､政府や自治体がとる対策

に期待している現状である｡

しかし､実際に起こっているトラブルの大半

は不動産業者の努力によって解決しうるもので

あり､今後外国人を取り扱う理由にも｢過去に

外国人を入居させた経験から｣が最も多くなっ

ている｡したがって､不動産業者は単に政府･

自治体の対策を待ち､自身の安全性確保だけを

追求する消極的な姿勢をやめ､この経験を基に

固定的な考え方の大家を説得し､外国人居住者

との接触を密にすることにより､外国人居住者

問題は解決の方向に向けて大きく前進すると考

えられる｡今後さらに外国人登録者数が増加す

る現状を考えたとき､このことは､非常に大き

な意味をもつといえよう｡
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